
平成２８年４月２１日判決言渡 

平成２６年(ワ)第２６４０９号 賃金支払請求事件 

主        文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 被告は，原告ａに対し， 

(1) ９万１２１０円及びうち８万４６１８円に対する平成２６年９月２８日

から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) ７万００６２円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済みま

で年５分の割合による金員 

を支払え。 

２ 被告は，原告ｂに対し， 

(1) ５４万７６７０円及びうち５０万９８９５円に対する平成２６年９月２

８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) ４２万３７８６円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済み

まで年５分の割合による金員 

を支払え。 

３ 被告は，原告ｃに対し， 

(1) １４７万０２９９円及びうち１３８万５２９２円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １０６万２７５４円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

４ 被告は，原告ｄに対し， 



(1) １８７万６８６８円及びうち１７６万８８６５円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １４３万３８９８円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

５ 被告は，原告ｅに対し， 

(1) １５５万４６２１円及びうち１４６万６７５７円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １３１万８３７０円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

６ 被告は，原告ｆに対し， 

(1) １５７万５７４５円及びうち１４９万０１１２円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １４８万６７７５円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

７ 被告は，原告ｇに対し， 

(1) １４９万６８１２円及びうち１４１万３０５８円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １００万６８８９円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

８ 被告は，原告ｈに対し， 

(1) ９６万１７６６円及びうち９０万４１０４円に対する平成２６年９月２

８日から支払済みまで年６分の割合による金員 



(2) ６９万０１６５円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済み

まで年５分の割合による金員 

を支払え。 

９ 被告は，原告ｉに対し， 

(1) １６２万４７９５円及びうち１５２万９５６４円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １４２万３５０６円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

10 被告は，原告ｊに対し， 

(1) １１９万２４００円及びうち１１２万９０９１円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １１２万９０９１円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

11 被告は，原告ｋに対し， 

(1) １７６万２６６９円及びうち１６６万４１３０円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １５２万０５２３円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

12 被告は，原告ｌに対し， 

(1) １２７万３５２４円及びうち１２０万１０６６円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １１２万４０２６円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 



を支払え。 

13 被告は，原告ｍに対し， 

(1) ２１６万８８３２円及びうち２０４万７７０７円に対する平成２６年９

月２８日から支払済みまで年６分の割合による金員 

(2) １７０万１４２８円及びこれに対する本判決確定の日の翌日から支払済

みまで年５分の割合による金員 

を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は，タクシー会社である被告との間で労働契約を締結し，タクシー乗務

員として稼働していた原告らが，被告の就業規則の一部である賃金規則中の歩

合給の算出方法に関する定めの一部が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

３７条１項の規定の趣旨を没却するものであるから無効であり，本来支払われ

るべき歩合給はより多額であると主張して，被告に対し，労働契約に基づいて，

平成２４年９月１８日から平成２６年８月１７日までの労働の対償として本来

支払われるべきであるとする歩合給と既払い歩合給との差額並びにこれに対す

る各支払期日の翌日から平成２６年９月２７日までの商事法定利率年６分の割

合による確定遅延損害金及び同月２８日から支払済みまでの同割合による遅延

損害金の支払を求めるとともに，同法１１４条に基づいて，同条所定の付加金

及びこれに対する本判決確定日の翌日から支払済みまでの民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求めている事案である。 

１ 前提事実（末尾に認定の根拠を掲記しない事実は，当事者間に争いがない。） 

(1) 被告は，一般乗用旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和２６年法律第１

８３号）３条１号ハ）等を主な業とする株式会社である。 

(2) 原告らは，いずれも平成２４年９月以前に被告との間で期間の定めのない

労働契約を締結し，各労働契約に基づき，被告に対し，後記(7)アのとおり，

タクシー乗務員として労務を提供した。 



(3) 被告は，平成２４年９月以前から，就業規則（乙２２）４７条１項ただし

書に基づき，隔日勤務のタクシー乗務員の１日の労働時間の限度を１５時間

３０分とすること等を内容とする１年単位の変形労働時間制（労働基準法３

２条の４）を採用していた。（乙１７，弁論の全趣旨） 

(4) 被告の就業規則６９条に基づくタクシー乗務員賃金規則（甲１。平成２２

年４月付け。以下「被告賃金規則」という。）には，本採用されてタクシー

乗務員として就業する従業員の賃金について，以下のように定められていた。 

ア 基本給として，１乗務（１５時間３０分）当たり１万２５００円を支給

する。 

イ 服務手当（タクシーに乗務せずに勤務した場合の賃金）として，タクシ

ーに乗務しないことにつき従業員に責任のない場合は１時間につき１２０

０円，責任のある場合は１時間につき１０００円を支給する。 

ウ 交通費として，交通機関を利用して通勤する者に対し，非課税限度額の

範囲内で実費支給する。 

エ(ア) 割増金及び歩合給を求めるための対象額（以下「対象額Ａ」という。）

を，次のとおり算出する。 

対象額Ａ＝｛（所定内揚高－所定内基礎控除額）×０．５３｝＋｛（公

出揚高－公出基礎控除額）×０．６２｝ 

(イ) 「所定内基礎控除額」は，所定就労日の１乗務の控除額（平日２万

９０００円〔ただし，「Ａ乗務」の場合は１万０６００円〕，土曜日１

万６３００円，日曜祝日１万３２００円）に，平日，土曜，日曜祝日の

各乗務日数を乗じた額とする。また，「公出基礎控除額」は，公出（所

定乗務日数を超える出勤）の１乗務の控除額を平日２万４１００円（た

だし，「Ａ乗務」の場合は７９００円），土曜日１万１３００円，日曜

祝日８２００円として，所定内基礎控除額と同様に算出した額とする。 

なお，「Ａ乗務」とは，隔日勤務（所定労働時間が１５時間３０分で，



１日ごとに勤務する形態）の乗務社員が，都合により，日勤（所定労働

時間が７時間４５分の勤務形態。主に昼間の勤務）の乗務を行う場合を

指す。 

オ 深夜手当は，次のとおりとする。 

      基本給＋服務手当      

                ×０．２５×深夜労働時間  ＋ 

出勤日数×１５．５時間 

               対象額Ａ      

                     ×０．２５×深夜労働時間  

               総労働時間 

カ 残業手当は，次のとおりとする。 

      基本給＋服務手当      

                ×１．２５×深夜労働時間 ＋ 

出勤日数×１５．５時間 

               対象額Ａ      

                     ×０．２５×残業時間  

               総労働時間 

キ(ア) 公出手当のうち，法定外休日労働分は，次のとおりとする。 

基本給＋服務手当      

                ×０．２５×休日労働時間 ＋ 

出勤日数×１５．５時間 

               対象額Ａ      

                     ×０．２５×休日労働時間  

               総労働時間 

 

 (イ) 公出手当のうち，法定休日労働分は，次のとおりとする。 



ク 歩合給(1)は，次のとおりとする（以下，この定めを「本件規定」という。）。 

対象額Ａ－｛割増金（深夜手当，残業手当及び公出手当の合計）＋交通

費×出勤日数｝ 

ケ 最低補償給は，次のとおりとする。 

    過去３か月支給総額    ６０ 

              ×           ×当月労働日数（７時間４５分） 

    過去３か月労働日数    １００ 

 (5) 本件規定によれば，時間外，休日及び深夜労働（以下「時間外労働等」

という。）により「割増金」（深夜手当，残業手当及び公出手当の合計）

が支払われることになっても，他方で，歩合給(1)の算出に当たり，当該「割

増金」が対象額Ａから控除される結果，その分だけ歩合給(1)が減少する。

したがって，「割増金」が増えても，これに対応して歩合給(1)は減少する

ので，揚高が同じである限り，時間外労働等の有無及び時間数にかかわら

ず，「割増金」と歩合給(1)を合計した実際の支給額には変動はない（ただ

し，揚高が低く時間外労働等が長い場合など，対象額Ａから「割増金」及

び交通費を控除した金額がマイナスになる場合に，歩合給(1)がゼロ以下に

なることはない。この場合には，歩合給(1)はゼロであり，時間外労働等の

有無及び時間数に応じて算出される「割増金」の額によって実際の支給額

が定まることになる。）。 

  なお，本件規定による歩合給(1)の算定方法が有効だとした場合，被告賃金

規則上，時間外労働等に係る歩合給(1)の「割増金」の算定基礎となる時給金

額は，前記のとおり，対象額Ａを総労働時間で除した金額とされているので，

労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）１９条１項６号所定の

方法で算出した時給金額（賃金算定期間における歩合給(1)の総額を当該賃金

算定期間における総労働時間数で除した金額）よりも高くなる。 

(6) 原告らの賃金は，毎月１７日締め，当月２７日払いであった。 



(7)ア 原告らは，平成２４年９月１８日から平成２６年８月１７日までの間，

被告賃金規則上の本採用の乗務員として，別紙の「所定乗務日数」及び「公

出乗務日数」の各欄記載のとおり就労した。 

イ 上記アの期間における原告らの揚高（売上）は，別紙の「所定税抜揚高」

及び「公出揚高」の各欄記載のとおりであった。これらに基づいて，被告

賃金規則の定めにより，原告らの残業手当，深夜手当，公出手当，交通費

及び歩合給(1)の額を計算すると，それぞれ，同別紙の「残業手当」，「深

夜手当」，「公出手当」，「通勤手当」及び「歩合給」の各欄記載のとお

りとなる。 

２ 争点及びこれに関する当事者の主張 

(1) 本件規定のうち対象額Ａから「割増金」（深夜手当，残業手当及び公出手

当の合計（以下「残業手当等」という。））と交通費を控除する部分の無効

性 

（原告ら） 

ア 残業手当等を控除する部分について 

労働基準法３７条が，時間外労働等に対して割増賃金の支払を義務付け

ている趣旨は，時間外労働等は，通常の労働形態に比して労働の肉体的及

び精神的負荷が高いことから，通常の労働報酬より高い報酬の支払を義務

付けることで，その抑制を意図し，労働時間制の原則の維持を図るととも

に，過重な労働に対する労働者への保障を行おうとする点にある。すなわ

ち，同条は，時間外労働等を行った場合には，時間外労働等を行わなかっ

た場合に比べて，割増賃金分の賃金が増額されることを要請し，使用者に

経済的負担を負わせることで，法政策上，時間外労働等を抑制することを

目的としている。同条に違反して割増賃金を支払わなかった場合に使用者

に刑事罰まで科せられることからすれば（労働基準法１１９条１項），同

法３７条は強行規定であって，同条に違反する就業規則及び賃金規則は無



効となり，無効部分は同条の規定によることになる（同法１３条）。 

本来原告らに支払われなければならない歩合給は，売上に応じて発生し

た歩合額（対象額Ａ）であるところ，本件規定によれば，歩合給(1)は，対

象額Ａから残業手当等及び交通費を控除したものとなるため，原告らがど

れだけ時間外勤務を行い，どれだけ残業手当等が発生したとしても，残業

手当等と同額が歩合給から控除され，揚高が同じである限り，原告らへの

実際の支給額は全く増加しないことになる。このような規定は，原告らに

対して全く割増賃金が支払われないことと同様の結果をもたらし，労働基

準法３７条の趣旨を没却し，同条による規制を潜脱するものである。 

よって，本件規定のうち，歩合給から残業手当等を差し引いている部分

は，労働基準法３７条及び公序良俗（民法９０条）に反し，無効である。 

なお，被告が主張するｎ労働組合は，被告と非常に密接な関係にあるい

わゆる御用組合であり，被告と一心同体の存在であるから，被告賃金規則

に異議を述べなかったのは当然であり，このことが本件規定の無効性の評

価を障害するものではない。 

イ 交通費を控除する部分について 

被告賃金規則には交通費が支払われる旨が定められているが，本件規定

によれば，交通費と同額が歩合給から控除されることになる。このような

規定は，実質的に交通費を支払わないことと同様の結果をもたらし，違法

である。 

よって，本件規定のうち，歩合給から交通費を控除する部分は，被告賃

金規則の解釈上，無効である。 

ウ 原告らに本来支払われるべき歩合給について 

上記ア，イのとおり，本件規定のうち，歩合給から残業手当等及び交通

費を控除する部分は無効であり，本来原告らに支払われなければならない

歩合給（歩合給(1)）の算出式は，対象額Ａ，すなわち，｛（所定内揚高－



所定内基礎控除額）×０．５３｝＋｛（公出揚高－公出基礎控除額）×０．

６２｝となる。 

なお，歩合給から残業手当等及び交通費を控除する代わりに別の控除項

目を設定すべき根拠は何ら存在しない。被告は，乗務員間の公平な揚高の

分配を図るために，そのような控除項目を設定するという労使間の合理的

意思解釈が成り立つと主張するが，少なくとも原告らはそのような意思を

有していない。 

（被告） 

ア 残業手当等を控除する部分について 

争う。 

まず，被告は，歩合給(1)の算出過程において対象額Ａから残業手当等及

び交通費を控除して歩合給(1)を算出しているにすぎず，歩合給として得ら

れた金額から残業手当等及び交通費を控除しているものではない。時間外

労働等が行われれば，被告賃金規則上，必ず残業手当等は支給されるので

あり，歩合給(1)に対応する割増賃金の額も，労働基準法施行規則１９条１

項６号により算出される金額よりも多い金額を支払うことになるから，本

件において，労働基準法３７条違反の問題は生じない。原告らの主張は，

対象額Ａと歩合給(1)を混同した主張である。 

賃金をどのように定めるかについては，労働基準法，最低賃金法その他

の法令による制限が及ぶものを除き，契約自由の原則が妥当する。歩合給

(1)について定めた本件規定は，労働基準法その他の法令に違反しておら

ず，歩合給(1)の算定上，一定の控除項目を設けることは，契約自由の原則

から認められる。 

この点，本件規定が労働基準法３７条の趣旨に反し，公序良俗違反（民

法９０条）であるとの原告らの主張は，歩合給(1)を算出するための仮の数

字である対象額Ａを，あたかも乗務員が支給を受けられる歩合給であるか



のように捉えている点で誤りがある。残業手当等とは別建てで支給される

歩合給(1)を，非効率な営業を行ったことを理由に低く算出することは，何

ら不合理なことではない。また，被告は，対象額Ａから｛割増金（深夜手

当，残業手当及び公出手当の合計）＋交通費×出勤日数｝を控除した金額

がマイナスになったとしても，歩合給(1)をゼロにするにとどめ，給与総額

からさらに控除することもしていない。さらに，タクシー業界では，多人

数の乗務員が使用者の直接目の届かないところで稼働しているという職場

環境の特殊性及び営業収入を上げて歩合給を増やそうとする特殊経済的理

由の二つの要素から，過重労働を招きやすい事情があるため，厚生労働省

から「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（乙７）という告

示により過重労働の防止が強く要請され，使用者としても，効率的営業を

第一義として乗務員の営業方法を指導しなければならない立場にある。本

件規定は，このような過重労働を防止し，法定労働時間内の効率的営業を

賃金面で奨励するものであり，労働基準法３７条が時間外労働等の抑制を

目的としているのと同様の目的から構築されているものである。そして，

被告は，乗務員の入社に際し，被告賃金規則の説明をしてその内容を周知

させており，長年にわたり被告賃金規則に従って賃金を支払ってきている。

その間，被告の乗務員の９５パーセントで組織されるｎ労働組合から異議

が出たことはなく，原告らも，当該組合に所属していた当時は，異議を述

べていなかった。これらの諸点のほか，タクシー業界においては，時間外

労働をすれば，通常，揚高が上がり，被告賃金規則による総支給額も増加

することを併せ考えると，本件規定は，労働基準法３７条の趣旨に反せず，

公序良俗違反ではない。 

イ 交通費を控除する部分について 

被告は，歩合給として得られた金額から残業手当等及び交通費を控除し

ているものではなく，交通費は，現実に支給している。 



また，歩合給(1)の算出過程において交通費を控除する点については労働

基準法３７条違反の問題は生じ得ない。被告は，当初，交通費を支給しな

い案をｎ労働組合に提示したが，同組合から，可処分所得を増やすために

交通費の欄を設け，交通費を非課税扱いにしてほしいとの強い要請があっ

たために，税務署との協議の結果，被告賃金規則のような定めを置いたも

のであり，この点が公序良俗違反になる余地はない。 

ウ 原告らに本来支払われるべき歩合給について 

(ア) 仮に，本件規定のうち，残業手当等を控除する点が公序良俗違反で

あると見る余地があるとしても，本件規定は，労使が再三の協議の上で，

双方が最も合理的であると判断して合意に至った規定であるから，可及

的に当事者の意思を尊重すべきであり，労働基準法３７条の趣旨に違反

している部分のみを無効と解すべきである。 

(イ) また，その点を措いても，公序良俗違反により法律行為の一部が無

効である場合には，まず無効な部分を法律の規定，慣習，条理等によっ

て補充して合理的な内容に改造し，しかる後に，この合理的な内容を強

制することが当事者の目的に明らかに反する場合にだけ，全部を無効と

すべきである。本件において，被告は，歩合給(1)を設けるに当たり，割

増金（残業手当等相当額）を控除することを前提に歩率を高く設定し，

労使間の利益分配を合理的に行おうとしたのであり，歩率に変化を生じ

させることなく，代替的控除項目も設定しないのでは，乗務員に不当に

利益を与える一方，被告の経営上必要な取り分の留保を否定することに

よって被告の経営を困難にさせ，当事者間の公平を害する。各乗務員の

残業手当等を控除することが違法とされるのであれば，例えば，被告の

全乗務員の割増賃金支給額を延べ人数の乗務員の乗務数により除した

上，これに乗務日数を乗じた金額を控除するという合理的意思解釈をす

べきである。これによれば，原告ｍのみ８万６３２０円の限度で認容さ



れるべきことになる。 

(2) 付加金の支払を命じることの可否及び相当性 

（原告ら） 

被告賃金規則は労働基準法３７条に違反するものであり，被告は，原告ら

による再三の請求にもかかわらず，未払歩合給を一切支払おうとしない。未

払額も多額であり，本件は非常に悪質な事例であるため，歩合給から控除さ

れている残業手当等と同額の付加金の支払が命じられるべきである。 

（被告） 

争う。 

被告は，労働基準法３７条により計算した残業手当等を実際に支払ってお

り，同条違反の問題は生じない。 

また，被告賃金規則は，被告における最大の労働組合であるｎ労働組合と

の再三にわたる協議の結果，合意に至った合理的な規則であり，労働基準監

督署から労働基準法３７条違反の指摘を受けたこともなく，乗務員にも周知

されていたのであるから，本件が非常に悪質な事例であるとは到底言えない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件規定のうち対象額Ａから残業手当等と交通費を控除する部分の

無効性）について 

当裁判所は，本件規定のうち対象額Ａから残業手当等と交通費を控除する部

分は，原告ら主張のごとく無効であるとまでは認められないと考える。その理

由は，次のとおりである。 

(1) 残業手当等を控除する部分について 

ア 原告らは，本件規定のうち対象額Ａから残業手当等を控除する部分は，

本来原告らに支払われなければならない歩合給から残業手当等を差し引く

ことを内容とするものであって，労働基準法３７条及び公序良俗に反して

無効であると主張する。 



まず，労働基準法３７条は，時間外労働等が，通常の労働形態に比して

労働の肉体的及び精神的負荷が高いことから，通常の労働報酬より高い報

酬の支払を義務付けることで，その抑制を意図し，労働時間制の原則の維

持を図るとともに，過重な労働に対する労働者への保障を行おうとするこ

とを趣旨とするものであるところ，被告賃金規則のうち，基本給，服務手

当及びこれに対する残業手当等を支払う旨を定めている部分自体は，上記

の趣旨に合致することは明らかである。 

イ 問題は，本件規定による歩合給(1)の算出方式が，その算出過程において，

常に残業手当等を控除するという構造になっているため，時間外労働等が

増加し，残業手当等が増加しても，その分，歩合給が減少することになる

という点であり，このような歩合給の算出方式が，労働基準法３７条の趣

旨を没却し，同条による規制を潜脱するものであるかどうかである。 

そこで検討するに，まず，歩合給は，労働基準法２７条の「出来高払制

その他の請負制」の賃金であると解され，同条は，出来高払制その他の請

負制の賃金制度のもとで，出来高が少ない場合でも，労働者に対し通常の

実収賃金と余りへだたらない程度の収入が保障されるよう，労働時間に応

じ一定額の賃金の保障をすることを要求している。また，行政通達レベル

では，自動車運転者の歩合給に関し，「賃金制度は，本来，労使が自主的

に決定すべきもの」ではあるが，歩合給制度のうち特に累進歩合制度につ

いては，これを廃止すべきものとされている（平成元年３月１日基発第９

３号）。その趣旨は，累進歩合制度は，営業収入等をその高低に応じて段

階的に区分し，階級区分の上位になるほど歩率を逓増させるものであると

ころ，このような累進歩合制度のもとでは，歩率の変動する営業収入の直

前の労働者に次の段階に到達するため長時間労働やスピード違反等を誘発

させる結果になりやすいという点にある（乙２）。 

以上のほか，歩合給の定め方や算出方式等について，明示的に規制をし



た法令又は通達の定めは見当たらない。                     

ウ しかるところ，歩合給は，それが出来高払い賃金の一種である以上，そ

の性質は，労働時間に対して支払われる賃金ではなく，労働の成果に応じ

て額が変動する賃金であり，どれだけ時間外労働等を行っても，成果が上

がらなければ支給される金額が上昇しないことはもとより，１時間当たり

の賃金単価は低下することが当然に予定されているものということができ

る（労働時間に応じた賃金は，労働基準法２７条の労働時間に応じた「一

定額の賃金」の限度で保障されているにすぎない。）。歩合給の具体的内

容をどのように定めるかについては，前記した通達を除けば，明示的な法

令上又は行政通達上の規制はされておらず，他の賃金と同様，基本的には

当事者間の合意によって定められるべきものである。合意された歩合給の

内容が，最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）４条及び最低賃金法施

行規則（昭和３４年労働省令第１６号）２条１項５号により時給換算した

額が最低賃金額に満たないときは，その限度で無効とされることがあるが，

これを除けば，歩合給のもとで，労働の成果の評価を踏まえた賃金の算出

方式をどのように定めるかは，強行法規に違反しない限り，当事者の自由

というべきである。 

エ 本件において，原告らは，本件規定が，強行法規である労働基準法３７

条の趣旨に反する旨主張し，確かに，本件規定によれば，揚高が同じ場合，

時間外労働等をしても，これに対応して発生した残業手当等が歩合給の算

出過程で対象額Ａから控除される結果，実際に支給される金額は内訳が異

なるだけで同額になるから，時間外手当等が支給されていないのと同じこ

とになるのではないかとの疑問が生ずる。 

  しかしながら，労働基準法３７条は，当事者間で合意された賃金を前提

として，時間外労働等がされたときは，当該賃金について所定の割増率を

乗じた割増賃金を支払うべきことを定めた規定であって，歩合給の算出方



法について規制している規定ではない。歩合給は労働の成果に連動する賃

金であり，労働の成果の評価方法として，揚高から経費に相当する部分を

控除する算出方法をとることは不合理ではなく，たとえ揚高が同じであっ

たとしても，時間外労働等がされた場合における労働の成果は，時間外労

働等に伴う残業手当等の増加により経費が増加する結果，相対的に低くな

るということができるのであるから，労使間で，あらかじめ，これを見越

して残業手当等その他の経費に相当する金額を控除する方法で歩合給を算

出するような方式について合意することを否定すべき理由はない。本件規

定中の対象額Ａから控除される「割増金」の性質は，あくまでも具体的な

歩合給を算出する過程で用いられる経費率や経費の概数として用いる定数

等の計算上の数値と異なるところはなく，対象額Ａから「割増金」を控除

することに代えて，例えば，１か月間に通常発生する人件費を含む経費の

平均値等一定の数値を控除したり，対象額Ａに一定の経費率を乗ずる算出

方式をとったとしても，それが法律上禁止されているわけではない。 

  むしろ，タクシー営業は，多人数の乗務員が使用者の目の届かない場所

で就労するという性質から使用者の指揮監督が及びにくいため，歩合給で

労働者の労働意欲を刺激する必要性がある一方，時間外労働等をすればす

るほど通常揚高が上がるため，歩合給が労働者にとって時間外労働等を行

うインセンティブとなって長時間労働を誘発しやすく，上記性質から使用

者の指揮監督による労働時間の抑制も必ずしも容易でないという特有の問

題がある。前記通達による累進歩合制度の禁止も，このような問題を踏ま

えたものである。このようなタクシー営業の性質を踏まえると，労働時間

ではなく，労働の成果に連動する賃金である歩合給の算定において，労働

者側の時間外労働等を行うインセンティブを抑制するため，同じ揚高の場

合に時間外労働等が少ないほど，歩合給が高くなるような算出方式を定め

ることも，使用者が他方で労働者に時間外労働等を促しているといったよ



うな矛盾した言動がない限りは，政策的にも長時間労働の防止による労働

者の保護及び交通安全の確保のため合理性があり，その歩合給に基づく割

増賃金が支払われる限り，労働基準法３７条の趣旨（前記ア）に反しない

というべきである。 

  以上，要するに，賃金は労使の合意により定められるべきものであり，

合意で定める歩合給の算出方法について前記した以外の現行法令及び行政

通達上の規制はなく，時間外労働等に対し通常の労働報酬より高い報酬の

支払を義務付けるという労働基準法３７条の趣旨は，合意された賃金に対

応する法定の割増賃金が支払われれば充足されるというべきであって，同

条は，時間外労働等の増加に伴って歩合給の額が低下するような歩合給の

定め方をすることを一律に禁止するものとまでは解することはできない。

タクシー営業の性質を踏まえると，そのような歩合給の定め方も合理性が

あり，同条の趣旨に反するとまでは認めることができない。 

  原告らは，残業手当等を控除する前の対象額Ａが「本来原告らに支払わ

れるべき歩合給」であるかのような主張をするが，歩合給の内容は，労働

契約の内容である本件規定によって定まるのであるから，そのように解す

る法的根拠はなく，原告らの主張は，その前提を欠くものとして採用する

ことができない。 

オ そこで，本件において，被告賃金規則のもとで，歩合給(1)について労働

基準法３７条の趣旨に沿った割増賃金が支払われるのかどうかについてみ

るに，前提事実(5)のとおり，労働基準法施行規則１９条１項６号によれば，

賃金算定期間における歩合給(1)の総額を当該賃金算定期間における総労

働時間で除した金額に時間外労働等の時間数を乗じた金額が割増賃金の算

定基礎となり，これに２割５分を乗じた金額が法定の割増賃金額となる。

就業規則等の定める計算方法がこれと異なっていても，算出される金額が

法定の割増賃金額を下回らない限り，労働基準法３７条違反ではない（昭



和２４年１月２８日基収第３９４７号）。一方，被告賃金規則は，賃金算

定期間における対象額Ａの総額を当該賃金算定期間における総労働時間で

除した金額に時間外労働等の時間数を乗じた金額が割増賃金の算定基礎と

なり，これに２割５分を乗じた金額を割増賃金として支払う旨を定めてい

る。そして，本件規定によれば，対象額Ａが歩合給(1)を下回ることはない

し，割増賃金の計算方法が明確に示されている被告賃金規則によれば，通

常の労働時間の賃金に当たる部分と割増賃金に当たる部分とを判別するこ

ともできるから，被告賃金規則により，歩合給(1)に対応する法定の割増賃

金以上の金額が支払われることになると認めることができる。 

このような場合においても，対象額Ａから｛割増金（残業手当等）＋交

通費×出勤日数｝を控除した金額がマイナスになった場合に，歩合給(1)を

ゼロにするにとどめず，これを給与総額からさらに控除するというのであ

れば，基本給部分の残業手当等の一部又は全部が支払われなくなるという

意味において，労働基準法３７条の趣旨を没却し，同条による規制を潜脱

していると見る余地はあるが，証拠（乙１９・８ないし１０頁）及び弁論

の全趣旨によれば，被告は，歩合給(1)をゼロにするにとどめていることが

認められる。 

したがって，被告賃金規則による残業手当等は，時間外労働等が行われ

れば，必ず支給されることになるから，被告賃金規則は，労働基準法３７

条の趣旨を充足しているというべきであり，本件規定が同条の趣旨を没却

し，同条による規制を潜脱するものとは認められないというべきである。

揚高が同じである限り，時間外労働等を行っても原告らへの賃金の支給総

額が増加しないことになるのは，残業手当等が支払われないことによるも

のではなく，基本給及び服務手当に加算して支払われる歩合給(1)の額が一

定の揚高を上げるための能率に応じて低下することの結果にすぎない。 

カ 以上に加え，本件全証拠を検討してみても，本件規定のうち対象額Ａか



ら残業手当等を控除する部分が公序良俗に反するというべき事情を認める

ことはできない。すなわち，歩合給をどのように定めるかについては，前

記のとおり，労働基準法，最低賃金法その他の法令による制限が及ぶもの

を除き，契約自由の原則，労使自治の原則が妥当する。被告賃金規則は，

労働基準法２７条の保障給として，前提事実(4)ケのとおり，歩合給の最低

補償給を定めており，これが最低賃金法による制限に反することを認める

に足りる証拠もなく，歩合給の算出に当たって一定の揚高を上げるための

能率を評価の対象にしてはならない旨の法令上の制限もない。 

かえって，証拠（甲１，乙３，乙４，乙５，乙１８，乙１９，乙２１の

１及び２）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，乗務員の入社に際し，被

告賃金規則（甲１）の説明をしてその内容を周知させていること，被告賃

金規則と同様の歩合給の算定方式を定めた賃金体系は，過去に行われてい

た固定給中心の賃金体系を改定したものであること，当該改定に当たって

は，当時の労使間において大小３０回を超える協議が行われた結果，改定

後の賃金体系への移行に係る労使の合意が成立したこと，少なくとも本件

訴訟に係る訴えが提起された平成２６年までの１０年以上もの間，被告に

おいては，被告賃金規則で定める方式に従って賃金が支払われており，こ

の間，品川労働基準監督署からも労働基準法３７条違反である旨の指摘は

されていなかったこと，被告の乗務員の約９割が所属する労働組合である

ｎ労働組合の試算によれば，原告らの主張する計算方法に従うと，割増賃

金支払額は１年間で１６億４２８９円に達し，被告の存続が困難になるこ

と，組合員の雇用を維持するため，被告に現在と同様の適正利潤を確保し

ようとすると，歩率を現行の５３％から約３８％（公出の場合は，現行の

６２％から概ね５２％）に引き下げざるを得なくなるところ，そうすると，

現在，時間外労働等をせずに揚高を確保している乗務員についても，一律

に低い歩率が適用されることになってしまうこと，これらの理由により，



同組合としては，原告らの主張するような賃金体系よりも被告賃金規則の

内容が合理的であると考えており，本件口頭弁論終結時においても，被告

賃金規則及び本件規定の内容を支持していることが認められる。これらの

経緯に照らすと，本件規定を含む被告賃金規則の内容は，労使の利益調整

の結果を適正に反映させたものと推認されるというべきであり，その効力

は可能な限り尊重されるべきである。 

キ 以上によれば，本件規定中，対象額Ａから残業手当等を控除する部分が

無効である旨の原告らの主張は理由がない。 

(2) 交通費を差し引いている部分の違法をいう原告らの主張について 

ア 原告らは，本件規定のうち対象額Ａから交通費を差し引いている部分は，

本来原告らに支払われなければならない歩合給から交通費を差し引くこと

を内容とするものであって，交通費を支払う旨を定める被告賃金規則に実

質的に反し，無効であると主張する。 

しかしながら，まず，歩合給(1)の算出過程において交通費を差し引いて

いる点は，残業手当等の発生とは無関係であるから，労働基準法３７条違

反の問題が生じる余地はない。 

また，被告賃金規則上，交通費自体は必ず支給されるのであり，交通費

に加算して支払われる歩合給(1)の算出に当たって交通費相当額が経費と

して差し引かれるにすぎない。そして，歩合給をこのように算出してはな

らない旨の法令上の制限もない。本件規定も被告賃金規則の定めであるか

ら，交通費を支給する旨の規定と歩合給の算定方法を定める本件規定との

間に効力の優劣があるともいえない。 

他に，本件全証拠を検討してみても，本件規定のうち対象額Ａから交通

費を差し引いている部分が公序良俗に反するというべき事情を認めること

はできない。 

イ 原告らの主張は，結局のところ，本来原告らに支払われなければならな



い歩合給は対象額Ａであるべきであるということを前提とするものである

ところ，前記のとおり，そのように解すべき法的根拠を見出すことはでき

ず，上記主張はその前提を欠くものである。 

したがって，原告らの上記主張も理由がない。 

(3) 小括 

以上のとおりであるから，原告らの労働契約に基づく未払歩合給の支払請

求は，その余の点について判断するまでもなく理由がないというべきである。 

２ 争点(2)（付加金の支払を命じることの可否及び相当性）について 

以上判示したところによれば，本件規定のうち対象額Ａから残業手当等を差

し引いている部分が労働基準法３７条に違反する旨の原告らの主張は理由がな

く，被告は同条の規定に違反した使用者ではなく，未払残業手当等があること

を認めるに足りる証拠はないから，同法１１４条の付加金の支払を命ずるため

の要件がない。したがって，被告に対して付加金の支払を命じることはできな

い。 

３ 結論 

以上の次第で，原告らの請求は，その余の点について判断するまでもなく，

いずれも理由がないというべきである。 

よって，原告らの請求をいずれも棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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